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これまでの取組みと残課題

知財紛争処理システムの見直し

① 証拠収集手続の強化：

• 査証制度の創設

② 損害賠償額算定方法の見直し：

• 特許権者の生産能力・販売能力を
超える部分の損害認定

• 相当実施料額算定の考慮要素明記

IoT/AI関連技術の権利化促進

IoT/AI関連技術に関する

① 特許審査事例の充実化

② 審査基準・審査ハンドブックの公表

中国・アセアン諸国との連携・展開

残課題
第四次産業革命/Society5.0における権利活用の在り方の検討

（現行の特許制度が産業構造の変化に柔軟に対応し、ネットワーク社会においても
その機能・役割を十分に発揮しているかどうかについて、点検・検討が必要ではないか)
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まずは、具体事例で点検・検討

産業構造審議会知財分科会資料「知財システムのパラダイムシフトに向けて」（令和元年6月）
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具体事例で点検・検討

健康管理対象者から「運動不足を解消するためには何がお薦めですか」と問い合わせを受
信した場合、例えば「負荷が高いタスクはアドバイスに反して実施しない傾向がある」との
行動傾向があると、「負荷」の指標にマイナスの重み付けをし、より健康管理対象者に合致
したアドバイス（例えば、「ストレッチ」）をする。
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(https://uspehov.biz/finc_app/)

具体事例で点検・検討 4/18



点検・検討のための具体事例

ユーザ FiNC 広告主トレーナ
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アプリダウンロード(無料)

データ（ライフログ）

データを活用した
ＡＩソリューション

専門家によるアドバイス

対価

本特許

データを活用した
広告事業

対価

無料
(FiNCアプリ)

有料

(FiNCプレミアム)



(https://www.projectdesign.jp/201608/healthcare/003062.php)

点検・検討のための参考事例① 6/18



点検・検討のための具体事例

ユーザ 特許権者侵害者
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アプリダウンロード(無料)

データ（ライフログ）

データを活用した
ＡＩソリューション

本特許

①証拠収集手続の強化：査証制度の創設により証拠収集は対応可能に。
②損害賠償額算定の見直し：販売台数（譲渡数量）ベースではない算定方法は？

権利行使



点検・検討のための具体事例 8/18

②損害賠償額算定の見直し：収益ポイントが異なる場合の算定方法は？



産業構造の変化に伴う知財課題

背景 産業構造の中核が、モノ(セット・デバイスの機能・性能)からコト(サービスによる価値提供)へとシフト

課題 モノからコトへのシフトにより、知財の価値創造と知財の価値回収とが分離
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③利益②機能・性能向上①研究開発（投資）

知財（モノとし
ての価値創造）

価値回収

■特許権者は、自己の事業を通じて（製品の製造・販売を通じて）開
発投資を回収できる（①～③）。
■第三者が当該特許発明を実施した場合（③）、特許権者は自己の
特許権の行使を通じて自己の知財価値を回収できる。



産業構造の変化に伴う知財課題

背景 産業構造の中核が、モノ(セット・デバイスの機能・性能)からコト(サービスによる価値提供)へとシフト

課題 モノからコトへのシフトにより、知財の価値創造と知財の価値回収とが分離
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③無料提供

⑤データ蓄積

④顧客獲得

⑥利益価値回収？

②サービスによる
価値創造

①研究開発（投資）

知財（コトとし
ての価値創造）

知財の価値創造と
知財の価値回収とが分離

■特許権者は、自己の事業の全体を通じて
（広告収入等を含めて）開発投資を回収できる（①～⑥）。
■当該特許発明に係るサービス自体は無償提供され、
他で利益をあげる事業形態の第三者に対して（③～⑥）、
特許権者は特許権の行使を通じて知財価値を回収でき
るか？



エコシステム②エコシステム①

複雑化するエコシステムと価値・収益の流れ

サービス事業者
（プラットフォーマー）

セット
メーカー

広告主
EC出店者等

ユーザー商品 商品・サービス

検索/EC
/SNS等

PF

義務

セットメーカー(エコシステム①)

•OSS・PF利用により開発コストを
削減
•差別化が困難となり競争が激化
•価格下落により収益圧迫(↓)

サービス事業者(エコシステム①および②)

•PF利用商品の価格下落で普及が進みユーザーのアクセス
増加
•PF利用を介したデータの蓄積によりレコメンドの精度向上
•ヒット率の向上により広告主やEC出店者等が増加し収益
拡大(↑)

対価

対価対価

シフト

レコメンドの
精度向上

広告/
レコメンド

データ(嗜好等)
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日本の情報通信産業の部門別名目国内生産額の推移 12/18
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「総務省 平成30年度 情報通信白書：日本の情報通信産業の部門別名目国内生産額」を参照

通信業+放送業+情報サービス業+

インターネット付随サービス業

情報通信関連製造業

http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h30/pdf/30siryou.pdf



点検・検討のための具体事例（その２）

産業構造審議会知財分科会資料「知財システムのパラダイムシフトに向けて」（令和元年6月）
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点検・検討のための具体事例（その２）

利用客から要求された乗車位置（領域A内の位置）ではなく、以前に完了された輸送サー
ビスの情報に基づいて、輸送サービスを開始するのに効率的かつ安全な場所としてシステ
ムが決定した位置データ点（BLDP A）を含むインビテーションを運転手に送信する。
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点検・検討のための具体事例（その２）

(https://www.sbbit.jp/article/cont1/29902)
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点検・検討のための具体事例（その２）

利用客 UBER

アプリダウンロード(無料)

利用客の斡旋

政府

利用データを活用した
街開発ソリューション

運賃

対価

対価※

※収益化が課題

ドライバー

配車サービス

仲介料(20%)を
除いた運賃

対価

利用データ
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アプリダウンロード(無料)

配車依頼

利用データ

本特許



(https://iotnews.jp/archives/50775)

点検・検討のための具体事例（その２） 17/18



第四次産業革命/Society5.0における権利活用の在り方の検討

検討の
方向性

 モノからコトへ産業構造の変化に現行の特許制度が対応できているかを点検・検討しては
どうか。即ち、AI技術、IoT技術で具現化されるサーバ・クライアントシステムにおいて、サー
バから配信されるプログラム、サーバとクライアント間で提供されるサービスについて権利化
はできても、活用できるか不透明ということはならないか、点検・検討してはどうか。

具体的に、損害賠償額算定について

・販売台数（譲渡数量）をベースとしない算定方法

・収益ポイントが異なる場合の算定方法、など。

 この点、諸外国の制度・判例を参考にしつつ、現行の特許制度が産業構造の変化に柔軟
に対応し、ネットワーク社会においてもその機能・役割を十分に発揮し得るかについて、点
検・検討してはどうか。
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